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(金額単位：百万円)
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第第第第４４４４期末  貸借対照表期末  貸借対照表期末  貸借対照表期末  貸借対照表
（平成16年3月31日現在）

科 目 科 目
（（（（ 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 ）））） （（（（ 負負負負 債債債債 のののの 部部部部 ））））
現現現現 金金金金 預預預預 けけけけ 金金金金 預預預預 金金金金
現 金 当 座 預 金
預 け 金 普 通 預 金
買買買買 入入入入 金金金金 銭銭銭銭 債債債債 権権権権 貯 蓄 預 金
商商商商 品品品品 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 通 知 預 金
商 品 国 債 定 期 預 金
有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 定 期 積 金
国 債 そ の 他 の 預 金
地 方 債 ココココ －－－－ ルルルル ママママ ネネネネ －－－－
社 債 借借借借 用用用用 金金金金
株 式 借 入 金
そ の 他 の 証 券 外外外外 国国国国 為為為為 替替替替
貸貸貸貸 出出出出 金金金金 売 渡 外 国 為 替
割 引 手 形 未 払 外 国 為 替
手 形 貸 付 そそそそ のののの 他他他他 負負負負 債債債債
証 書 貸 付 未 決 済 為 替 借
当 座 貸 越 未 払 法 人 税 等
外外外外 国国国国 為為為為 替替替替 未 払 費 用
外 国 他 店 預 け 前 受 収 益
買 入 外 国 為 替 従 業 員 預 り 金
取 立 外 国 為 替 給 付 補 て ん 備 金
そそそそ のののの 他他他他 資資資資 産産産産 金 融 派 生 商 品
未 決 済 為 替 貸 そ の 他 の 負 債
前 払 費 用 退退退退 職職職職 給給給給 付付付付 引引引引 当当当当 金金金金
未 収 収 益 事事事事 業業業業 再再再再 構構構構 築築築築 引引引引 当当当当 金金金金
金 融 派 生 商 品 支支支支 払払払払 承承承承 諾諾諾諾
そ の 他 の 資 産 負負負負 債債債債 のののの 部部部部 合合合合 計計計計
動動動動 産産産産 不不不不 動動動動 産産産産 （（（（ 資資資資 本本本本 のののの 部部部部 ））））
土 地 建 物 動 産 資資資資 本本本本 金金金金
保 証 金 権 利 金 資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金
繰繰繰繰 延延延延 税税税税 金金金金 資資資資 産産産産 資 本 準 備 金
支支支支 払払払払 承承承承 諾諾諾諾 見見見見 返返返返 そ の 他 資 本 剰 余 金
貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金
投投投投 資資資資 損損損損 失失失失 引引引引 当当当当 金金金金 利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

当 期 未 処 理 損 失

株株株株 式式式式 等等等等 評評評評 価価価価 差差差差 額額額額 金金金金
資資資資 本本本本 のののの 部部部部 合合合合 計計計計

資資資資 産産産産 のののの 部部部部 合合合合 計計計計 負負負負 債債債債 及及及及 びびびび 資資資資 本本本本 のののの 部部部部 合合合合 計計計計
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 
３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式及び関
連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券で時価のあるもののうち株式については決算
日前１カ月の市場価格の平均に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、また、それ以外については決
算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法に
よる原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入
法により処理しております。 

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 
５．動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）に
ついては定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物  ６年～５０年 
動 産  ３年～２０年    

６．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却
しております。 

７．外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
外貨建取引等の会計処理につきましては、前期は「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」と
いう。）による経過措置を適用しておりましたが、当期からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）
を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッ
ジ会計を適用することとしております。なお、当該ヘッジ会計の概要につきましては、14.に記載しておりますが、
当期末におきましては該当取引はありません。 
また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ「その他の資産」又は「その他
の負債」で純額表示しておりましたが、当期からは、業種別監査委員会報告第25号に基づき総額で表示するとと
もに、その他資産及びその他負債中の「金融派生商品」に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方
法によった場合と比較して、「その他の資産」は５９百万円減少し、その他資産中の「金融派生商品」は１５４百
万円増加、その他負債中の「金融派生商品」は９４百万円増加しております。 

８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそ
れと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載さ
れている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額
を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる
債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に
よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上して
おります。 
破綻懸念先及び下記25.の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権
の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当
該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当
金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお
ります。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資
産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証によ
る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は
１４６,７５７百万円であります。 

９．投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認め
られる額を計上しております。 
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10．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりで
あります。 

過去勤務債務 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定
額法により損益処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から損益処理 

なお、会計基準変更時差異については、従来、15年による按分額を費用処理することとしておりましたが、退
職給付会計の適用初年度期首における退職給付債務の構成内容が、従業員数及び給与等の削減により大きく変化
したため、当中間期末における未認識会計基準変更時差異残高が実態に合致しなくなりましたので、当中間期末
における残額を一括費用処理いたしました。この費用処理に伴い、「退職給付引当金」は８,３２２百万円増加、
「税引前当期純損失」は８,３２２百万円増加しております。 
また、当行は確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15年8月29日に厚生労
働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。 
当行は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第47-2
項に定める経過措置を適用し、当該将来分返上認可の日において代行部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅
したものとみなして会計処理をしております。この処理に伴い、「税引前当期純損失」は３,１４４百万円減少し、
また、当決算日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は２１,９７３百万円であります。 
11．事業再構築引当金は、資産･収益構造の改革に伴い、今後発生が見込まれる費用及び損失について、合理的に見
積もることができる金額を計上しております。なお、この引当金は商法施行規則第43条に規定する引当金であり
ます。 
12．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
13．金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。前期は「銀
行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会
報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する経過措置に基づき、多数の貸出金・預金
等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する「マクロヘッジ」を実施しておりましたが、
当期からは、同報告の本則規定に基づき処理することとしております。なお、当期末におきましては該当取引は
ありません。 
14． 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。
前期は業種別監査委員会報告第25号による経過措置を適用しておりましたが、当期からは、同報告の本則規定に
基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワ
ップ取引等については、ヘッジ会計を適用することとしております。 
 これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引
等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存
在することを確認することによりヘッジの有効性を評価するものであります。 
なお、当期末におきましては該当取引はありません。 

15．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費
税等は当期の費用に計上しております。 

16．子会社の株式総額                    ０百万円 
17．子会社に対する金銭債務総額        ５,９３３百万円 
18．支配株主に対する金銭債務総額              ３百万円 
19．動産不動産の減価償却累計額       ２７,１７７百万円 
20．動産不動産の減損損失累計額         １１,９６１百万円 
21．動産不動産の圧縮記帳額         １１,１１５百万円 
22． 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部については、リース契約により使用しております。 
23．貸出金のうち、破綻先債権額は１１,５５５百万円、延滞債権額は１５２,８６８百万円であります。 
なお、破綻先債権とは、未収利息を収益に計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収
利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホ
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までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

24．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は６,６４０百万円であります。 
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で
破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

25．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は５５,８７７百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び
３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

26. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２２６,９４１百万円で
あります。 
なお、23.から26.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

27．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた
商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ
の額面金額は８９，５６５百万円であります。 

28．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 
有価証券           ２４百万円 

担保資産に対応する債務 
預  金         ５４０百万円 

上記のほか、日本銀行への担保、為替決済等の取引の担保として、有価証券５９, ９９２百万円及び商品有価
証券２７９百万円を差し入れております。 

29．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金４５,０００百万
円が含まれております。 

30．１株当たりの純資産額   ２８円５０銭 
31．商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は、４,０１１百万円であり
ます。 

32．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「社債」
「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。以下35.まで同様であります。 
売買目的有価証券 

貸借対照表計上額          ５６５百万円 
当期の損益に含まれた評価差額     １４百万円 

その他有価証券で時価のあるもの 

 取 得 原 価 
    

貸 借 対 照 表 
計  上  額 

評 価 差 額   
 

 
 う ち 益   

 
 う ち 損  

株 式 19,300 百万円 23,919 百万円  4,618 百万円 6,315 百万円 1,697 百万円 

債 券 842,118  844,280  2,161  3,362    1,201  

国 債 481,487  482,394  907  1,609  702  

地方債 23,202  23,657  455  578  122  

社 債 337,428  338,228    799  1,174  375  

その他 140,476  140,428  △47   1,321  1,369  

合 計 1,001,895  1,008,627  6,732  11,000  4,268  

なお、上記の評価差額から繰延税金負債２,７３５百万円を差し引いた額が、「株式等評価差額金」であります。 
33．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

売 却 額       売 却 益      売 却 損 
３９９,２５８百万円  １８,６８２百万円  ３,６７９百万円 
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34．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 
内    容                貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 
社    債                ７,７２９百万円 

子会社・関連法人等株式 
子会社株式                                    ０百万円 
関連法人等株式                      １２６百万円 

その他有価証券 
非上場社債                                    ４百万円 
非上場株式(店頭売買株式を除く)         ４,１７７百万円 
非上場外国証券                            ５２９百万円 

35．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりでありま
す。 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

債 券 169,248 百万円 451,871 百万円  149,704 百万円 81,190 百万円 
国 債 57,846  231,589  111,772  81,186  
地方債 －  4,702  18,954  －  
社 債 111,401  215,578  18,977  4  
その他 3,553  24,702  8,508  18,241  
合 計 172,801  476,573  158,213  99,432  

36．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、
契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。
これらの契約に係る融資未実行残高は、１２１,７４９百万円であり、この全額とも原契約期間が１年以内のも
のであります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし
も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の
変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額
の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証
券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に
応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

37．固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平
成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成15年10
月31日）が平成16年３月31日から平成17年３月30日までに終了する事業年度に係る財務諸表について適用するこ
とを妨げないこととされたことに伴い、同会計基準及び同適用指針を適用しておりますが、これによる税引前当
期純損失に与える影響は１１,９６１百万円であります。 
38．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成16年４月12日付内閣府令第40
号）により改正されたことに伴い、従来、資本金及び資本準備金の取崩しによって生ずる剰余金は、「減資差益」
及び「資本準備金減少差益」として表示することとしておりましたが、当期からは「資本金及び資本準備金減少
差益」として一括して表示しております。 
39．商法第289条第２項及び銀行法第18条第２項の規定に基づき、当期中に資本準備金を取り崩しております。これ
に伴い、資本準備金は１２０,９４５百万円減少し、その他資本剰余金中の「資本金及び資本準備金減少差益」は
１２０,９４５百万円増加しております。 
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(金額単位：百万円)

第第第第４４４４期   損益計算書期   損益計算書期   損益計算書期   損益計算書
（平成15年４月１日～平成16年３月31日）

科科科科 目目目目 金金金金 額額額額

経経経経 常常常常 収収収収 益益益益 108,696108,696108,696108,696
資資資資 金金金金 運運運運 用用用用 収収収収 益益益益 75,41875,41875,41875,418
貸 出 金 利 息 67,720
有 価 証 券 利 息 配 当 金 7,219
コ － ル ロ － ン 利 息 4
預 け 金 利 息 0
そ の 他 の 受 入 利 息 473

役役役役 務務務務 取取取取 引引引引 等等等等 収収収収 益益益益 12,39712,39712,39712,397
受 入 為 替 手 数 料 5,366
そ の 他 の 役 務 収 益 7,030

そそそそ のののの 他他他他 業業業業 務務務務 収収収収 益益益益 12,61912,61912,61912,619
外 国 為 替 売 買 益 495
国 債 等 債 券 売 却 益 12,124

そそそそ のののの 他他他他 経経経経 常常常常 収収収収 益益益益 8,2618,2618,2618,261
株 式 等 売 却 益 6,558
そ の 他 の 経 常 収 益 1,702

経経経経 常常常常 費費費費 用用用用 307,706307,706307,706307,706
資資資資 金金金金 調調調調 達達達達 費費費費 用用用用 6,8096,8096,8096,809
預 金 利 息 5,012
コ － ル マ ネ － 利 息 10
債 券 貸借取引支払利息 5
借 用 金 利 息 1,745
金 利 スワップ支払利息 32
そ の 他 の 支 払 利 息 2

役役役役 務務務務 取取取取 引引引引 等等等等 費費費費 用用用用 7,7417,7417,7417,741
支 払 為 替 手 数 料 1,006
そ の 他 の 役 務 費 用 6,734

そそそそ のののの 他他他他 業業業業 務務務務 費費費費 用用用用 330330330330
商 品 有 価 証 券 売 買 損 1
国 債 等 債 券 償 却 181
金 融 派 生 商 品 費 用 146

営営営営 業業業業 経経経経 費費費費 53,84353,84353,84353,843
そそそそ のののの 他他他他 経経経経 常常常常 費費費費 用用用用 238,982238,982238,982238,982
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 72,222
貸 出 金 償 却 103,672
株 式 等 売 却 損 3,679
株 式 等 償 却 11,480
そ の 他 の 経 常 費 用 47,927

経経経経 常常常常 損損損損 失失失失 199,010199,010199,010199,010
特特特特 別別別別 利利利利 益益益益 6,4126,4126,4126,412

動 産 不 動 産 処 分 益 197
償 却 債 権 取 立 益 2,067
そ の 他 の 特 別 利 益 4,146

特特特特 別別別別 損損損損 失失失失 30,07830,07830,07830,078
動 産 不 動 産 処 分 損 2,912
減 損 損 失 11,961
そ の 他 の 特 別 損 失 15,203

税税税税 引引引引 前前前前 当当当当 期期期期 純純純純 損損損損 失失失失 222,676222,676222,676222,676
法法法法 人人人人 税税税税 、、、、 住住住住 民民民民 税税税税 及及及及 びびびび 事事事事 業業業業 税税税税 68686868
法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 調調調調 整整整整 額額額額 65,86765,86765,86765,867
当当当当 期期期期 純純純純 損損損損 失失失失 288,611288,611288,611288,611
前前前前 期期期期 繰繰繰繰 越越越越 損損損損 失失失失 48,35148,35148,35148,351
減減減減 資資資資 にににに よよよよ るるるる 欠欠欠欠 損損損損 てててて んんんん 補補補補 額額額額 48,35148,35148,35148,351
当当当当 期期期期 未未未未 処処処処 理理理理 損損損損 失失失失 288,611288,611288,611288,611
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
２．子会社との取引による収益総額        ６１６百万円 
子会社との取引による費用総額     ７,０６８百万円 

３．支配株主との取引による費用総額      ８８４百万円 
４．１株当たり当期純損失金額            ２１４円８４銭 
５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、当期は純損失が計上されているため記載しておりません。 
６．投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、廃止予定店舗や遊休施設等について １１,９６１百万円の減損損
失を計上しております。 
  上記減損損失のうち、土地は９,７０４百万円、建物は２,１９３百万円、動産は６３百万円であります。 
  稼動資産については、営業用店舗を基礎とし、キャッシュ・フローの相互補完性に基づいた一定の地域等をグ
ルーピングの単位としております。廃止予定店舗や遊休施設等については、各々独立した単位として取扱ってお
ります。 

７．「その他の経常費用」には、不良債権処理に係る損失 ３３,０６６百万円を含んでおります。 
８．「その他の特別利益」は、厚生年金基金代行部分返上に伴う利益３,１４４百万円、賞与引当金戻入益１,００１
百万円であります。 
９．「その他の特別損失」には、退職給付会計適用に伴う会計基準変更時差異の一括費用処理額８,７００百万円、事
業再構築に係る損失６,０４５百万円を含んでおります。 

10．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成16年4月12日付内閣府令第40号）
により改正されたことに伴い、前期において区分掲記していた「税引前当期損失」及び「当期損失」は、当期から
は「税引前当期純損失」及び「当期純損失」として表示しております。 
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288,611,967,341

288,611,967,341

その他資本剰余金取崩額 288,611,967,341

0

305,079,543,588

288,611,967,341

当期未処理損失の処理に充当 288,611,967,341

16,467,576,247

第４期 　損 失 処 理 計 算 書 案

(金額単位：円)
科 目 金　　　　　　額

そそそそ のののの 他他他他 資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 処処処処 分分分分 額額額額

そそそそのののの他他他他資資資資本本本本剰剰剰剰余余余余金金金金次次次次期期期期繰繰繰繰越越越越額額額額

当当当当 期期期期 未未未未 処処処処 理理理理 損損損損 失失失失

損損損損 失失失失 処処処処 理理理理 額額額額

次次次次 期期期期 繰繰繰繰 越越越越 損損損損 失失失失

そそそそ のののの 他他他他 資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金


